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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

（１）指摘事項  該当なし 

 

（２）監査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

  該当なし 

 

 

３ 組織及び業務調べ 

課 名 担 当 名 課 の 主 な 所 掌 事 務              

 

 

 

 

 

 

中部教育局 

 

学事担当 

 

・公印の管守に関すること。 

・市町村教育委員会の組織及び運営に関する指導、助言及び情報 

提供に関すること。 

・市町村立学校の教職員の人事に関すること。 

 

 

 

学校教育担当 

 

・市町村立学校の学校運営、教育課程、学習指導及び生徒指導に 

関すること。 

・市町村立学校の教科用図書及び教材の取扱いに関すること。 

・市町村立の小学校及び中学校の児童及び生徒の就学義務の免除 

及び猶予に関すること。 

・教育の調査及び統計に関すること。 

・学校保健及び学校給食に関すること。 

 

社会教育担当 

・人権教育及び社会体育に関すること。 

・生涯学習及び社会教育に関すること。 

・教育関係団体との連絡及び必要な指導及び助言に関すること。 

 

 

４ 職員の定員、現員調べ 

                                                                      （平成 30 年 4 月 1 日現在） 

       種別 

 

 区分 

事務職員 技術職員 現業職員 計 備 考 

当 該 

年 度 

29.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

29.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

29.4.1 

現 在 

当 該 

年 度 

29.4.1 

現 在 

 

定 員 12 12 1     1   13 13  

現 員 （  ） 

12 

（ ） 

13 

（  ） 

1 

（ ） 

1 

（  ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

13 

（ ） 

14 

 

過不足(△)
 

    1            1  

臨時職員          

非常勤職員
 

 1      1    1 1 幼児教育ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

(△)事務補助 

 

 

５ 役付職員の調べ 

（平成 30 年 7 月 1 日現在） 

職  名 氏  名 在 職 期 間 備    考 

局長 

 

小林研志 

 

年 

  １ 

月 

  ３ 

兼 中部総合事務所 参事監 

次長 片山裕恵   ０ ３ 兼 教育人材開発課 課長補佐 

出納員 



 

６ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事 業 名 決算額 財源内訳 

国庫支出金 その他 一般財源 

学校（園）経営能力向上への支援事業（学事担当） 11,538   11,538 

鳥取元気プロジェクト ― 

元気づくり総合戦略 ― 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

学校（園）運営上の様々な課題、人事管理上の課題等を見極め、必要な支援や助言、教職員の配置を行う。 

 

（イ）事業の実施状況 

【学校訪問の実施】 

○年２回、すべての小・中学校（小学校２６校、中学校１２校）に対して学校訪問を実施した。 

・授業を受け持つすべての教員の授業を参観するとともに、校長、市町教育委員会と情報交換を行い、学校運営

上や人事管理上の諸課題を把握した。 

  ・新規採用教職員や講師等と面談を行った。 

 

【要請による相談活動】 

○関係教職員との面談 

・休職中の教職員の復職支援等に係る面談等を行った。（４名） 

 

【中部教頭会研修会】 

 ○中部地区の教頭からの学校運営上の実務に係る質問を受けながら、日々の実務能力の向上に資するための研修

を行った。（H29.6.22 25 人参加） 

 

【市町村教育委員会との連携】 

 ○学校課題等の把握のため、市町教育委員会訪問を行った。（計５回） 

○市町教育長会との連絡協議会を開催した。（計３回） 

 

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

 ・休職中にある職員の復職に係る支援を関係機関・職員と連携を密に行った。 復職者割合：4/8（人）  

 ・年度末人事異動業務を行うにあたり、関係市町教育委員会と頻繁に情報交換を行い、内申を尊重した 

  人事作業を行った。 

 

ウ 成果及び効果 

・学校訪問により、各校の人事管理上の課題を把握できた。その解決のための支援や教職員の配置を的確に行う

ことができた。 

 ・市町教育委員会訪問等により、局と市町教育委員会との間で学校の課題や教職員に関する情報等の共有を図る 

  ことができた。 

・講師面談等をとおし、県教育委員会が求める教師像の具体を意識づけることができた。 

 

エ 課題 

・３０日以上の病休取得者が前年度比で微増（１２→１３人）であったが、一般病では短期間の取得者、精神病

では３０日以上の者が増加傾向にある。今後しばらく教職員の高齢化が継続する中、健康管理やメンタルヘル

スの重要性は一層増しており、早めの手立てと丁寧な経過観察を行う等市町教委や学校との連携強化が必要と

なっている。 

・個人情報、公文書の慎重な扱いに係るコンプライアンス事案が発生した。その学校でも起こりうる事案として

の危機意識の高揚と未然防止に資する啓発を徹底していく必要がある。 

 

 

 



 

 （単位：千円） 

事 業 名 決算額 財源内訳 

国庫支出金 その他 一般財源 

市町教育委員会との協働による教育力の向上事業 

（学校教育担当） 

    

 

   

鳥取元気プロジェクト ― 

元気づくり総合戦略 ― 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・中部地区の学校、園等の実態や課題把握に努め、学校（幼児）教育を充実させる。 

・教職員の指導力、授業力の向上を図り、授業（保育）改善を支援する。 

・市町教育委員会との協働により、教育力の向上を図る。 

（イ）事業の実施状況 

【校長会での指示連絡と指導助言】 

・小中学校別、郡市別の校長会（月１回）で指示連絡を行うとともに、学校運営上の問題点等を協議し、指示連

絡や指導助言を行った。 

・校長会資料「確かな学力の向上をめざして」を作成し、学校運営に必要な事項を提供した。 

【要請訪問・計画訪問・生徒指導訪問・巡回相談・依頼相談・教育相談】 

・要請訪問、計画訪問を行い、授業（保育）改善、研究推進の方向性への指導助言を行った。 

・市町教育委員会の生徒指導訪問に同行し、不登校・生徒指導の早期対応に向けた指導助言等を行った。 

・特別支援教育について巡回相談、依頼相談を行い、校内体制の整備に取り組む学校へ指導助言を行った。 

・高等学校での教育相談や個別の相談活動を行い、生徒、保護者への支援の他、教職員への研修等も行った。 

・全ての中学校区にスクールカウンセラーを配置し、いじめ、不登校の未然防止と早期対応に取り組んだ。 

 ※要請訪問等や相談活動を実施した学校・園等の数（訪問回数や相談回数は別紙） 

認定こども園・保育所等 小学校 中学校 高等学校 

５０園（所） ２６校 １２校 ５校 

【市町教育委員会との共催による各種研修会・協議会の開催】 

・中部地区指導主事等連絡協議会(３回) 

・「中部版スクラム教育事業」連絡協議会(２回) 

・中部地区小中学校講師研修会(２回) 

・中部地区小中学校外国語担当者連絡協議会(２回) 

・中部地区小中学校研究主任等研修会（２回） 

 

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・小中学校講師研修会（１回目）では、エキスパート教員による実践紹介を含めた講義を行い、具体的な授業づ

くりのポイントを示した。 

 

ウ 成果及び効果 

 ・各校の研究主任が自校の課題解決に向けた実効策を打ち出しながら、ＰＤＣＡサイクルに基づく授業改善を進

めることができた。 

 ・要請訪問等と合わせて各学校の課題やニーズに応じた指導助言を行うことができた。 

 

エ 課題 

・小学校、中学校ともに不登校の出現率が高い。早期発見、未然防止の対策の促進を継続する必要がある。 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

中部小 ２６人(0.47%) ２８人(0.49%) ４０人(0.73 %)  ３６人(0.66%) 

全県小 １３９人(0.46%) １４９人(0.50%) １５２人(0.52 %) １６３人(0.55%) 

中部中 １００人(3.50%) １０２人(3.69%) １０５人(3.81%) １１５人(4.28%) 

全県中 ４２６人(2.72%) ４２２人(2.75%) ４５８人(3.03%) ４６４人(3.07%) 

 ・児童生徒が主体的に問題解決に取り組む授業が増えつつあるが、中には依然として知識・理解が中心の授業も

見られる。若手教員の増加も見据えて、指導力向上に向けた取組を継続していく必要がある。 

学事担当事業に併せて計上 



 

（単位：千円） 

事 業 名 決算額 財源内訳 

国庫支出金 その他 一般財源 

学校・地域との連携による教育力の向上事業 

（社会教育担当） 

    千円    千円 

鳥取元気プロジェクト ― 

元気づくり総合戦略 ― 

 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

   各市町の教育委員会と連携して、関係者が自ら課題を解決していく関係づくりを推進し、生涯学習の活性化 

  及び家庭の教育力向上を図る。 

（イ）事業の実施状況 

【市町教育委員会との連携による各種担当者会への支援等】 

  ・各種担当 

会 議 名 回数 内  容 

中部地区社会教育担当者会 ８回 社会教育関係者研修の企画・実施  研修「青少年育成に関すること」他 

中部地区人権・同和教育担当者会 ４回 研修「小地域懇談会の実践について」  現地研修 他 

中部地区社会体育担当者会 ２回 研修「各市町の事業の成果と課題」  実技研修 他 

・その他 

・市町が実施する公民館訪問に同行し、情報提供と助言を行った。 

・広報紙やメーリングリスト、ホームページを活用し、情報発信した。 

【東伯郡社会教育協議会との連携による事業】 

社会教育担当者会を中心に企画・実施した。 

事 業 名 参加者数 内   容 

中部地区少年少女のつどい ２３１名 逃走中、仲間作りゲーム 他 

中部地区生涯学習実践研究交流会 ６７名 講演、実践発表 他 

【中部地区人権教育懇談会（各市町の人権担当、人権教育担当で組織）の開催】 

全５回のうち、社会教育をテーマに２回開催した。 

事 業 名 参加者数 対  象 

講演、グループ協議  ４４名 教育行政関係者 他 

人権プログラム体験、グループ協議 ７６名 ＰＴＡ役員 他 

【家庭教育の支援】 

・県教育委員会が推進する「心とからだいきいきキャンペーン」の普及と啓発に取組んだ。 

・「とっとり子育て親育ちプログラム」を活用した研修の推進を図った。（中部で１０件） 

・先進地視察  １１月２０日（大東市教育委員会）  １０名参加  

 

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

 ・少年少女のつどいでは、参加者数の拡大をめざし、事業内容の工夫をはかった。 

 ・家庭教育支援事業では、先進地視察を行い、家庭教育の充実をはかった。 

ウ 成果及び効果 

・担当者で企画実施した研修での学びを生かし、自市町で再実施するなど事業に生かすことができた。 

・指導助言を通して、県内外の優良実践事例を紹介することができた。 

・「とっとり子育て親育ちプログラム」を活用した参加型研修会は、入学説明会での活用が増えてきた。 

 

エ 課題 

・市町教育委員会や公民館等が研修等を行う際、内容の充実を図るため、ＰＤＣＡサイクルの考え方を取り入れ、

実践してもらうことを浸透させていくことが必要である。 

・合同研究協議会や公民館訪問等を活用し、地域課題の分析や解決方法などを担当者とともに考えていく必要が

ある。 

・市町村における家庭教育支援チームの形成の支援など、家庭教育支援体制の構築を進めていく必要がある。 

 

学事担当事業に併せて計上 



 

（ 

７ 収入証紙取扱額調べ 

  該当なし 

 

 

８ 収入事務処理状況調べ 

（１）分担金及び負担金  該当なし 

 

（２）使用料  該当なし 

 

 （３）手数料  該当なし 

 

 （４）財産収入  該当なし 

 

（５）諸収入                              （平成 30 年 5 月 31 日現在） 

（単位：円） 

収 入 科 目 件数
 

 

調定金額
 

 

収入済額
 

 

不 納 

欠損額
 

収 入 

未済額
 

根拠法令名等
 

備考
 

 目 節 細 節 

 

 

雑

入 

 

 

雑

入 

非常勤職員雇用保険料 662 

 

302,960 302,960 0 0 会計規則運用方

針第４１条関係 

 

個人情報にかかる経費

（複写、郵送代） 

1 560 0 

 

0 560 

 

過年度より  

計（節） 663 303,520 302,960 0 560    

目 計 663 303,520 302,960 0 560    

合 計 663 303,520 302,960 0 560    

 

（６）現金の取扱状況 

  ア 現金の取扱状況  該当なし 

 

  イ つり銭の状況   該当なし 

 

 

９ 収入未済額調べ                                      （平成 30 年 5 月 31 日現在） 

（単位：円） 

          区分 

 

 

 収入科目 

過   年   度   分 現 年 度 分 収入未

済額計 

Ａ＋Ｂ 

未収 

理由 前年度

以前か

らの繰

越額  

左のう

ちの収

入済額 

不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

Ａ 

収入未済額の 

調定年度内訳 

調定

額  

収入

済額 

 

収入 

未済額 

Ｂ 26年度 

以前 

27年度 

 

28年度 

 目 節 細節 

雑

入 

 

雑

入 

個人情報にか

かる経費(複

写、郵送代) 

560 

 

0 

 

0 560 560 0 0 0 0 0 560 督促に

応じな

い  

計（節） 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560   

目 計 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560    

合 計 560 0 0 560 560 0 0 0 0 0 560   

 

 

１０ 未収金回収促進のための取組状況調べ 

   該当なし 

 

１１ 不納欠損額調べ 

   該当なし 



 

１２ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ 

 （１）負担金  該当なし 

 

（２）補助金  該当なし 

 

 （３）交付金  該当なし 

 

 （４）委託料  該当なし 

    

 

１３ 工事請負費調べ 

   該当なし 

 

 

１４ 財産に関する調べ  

  （１）公有財産   該当なし 

 

（２）金券類の受払状況 

    ア 金券の受払状況                          （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

                                    

種     別 

前年度末 

 

本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 受 入 額 払 出 額 

 

郵便切手及び郵便はがき 

      円 

50,176 

円 

31,940 

円 

52,542 

    円 

29,574 

 

 

収入印紙      

収入証紙      

タクシークーポン券      

鉄道バスプリペードカード      

合  計     50,176 31,940 52,542 29,574  

 

    イ タクシーチケットの受払状況  該当なし 

 

 

１５ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

  （１）土地及び建物  該当なし 

 

  （２）物品                                 （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

品 名 数量 規格・ 

銘柄 

貸付期間 

 

貸付料（円） 貸付先 使用場所 貸付目的 備考 

単価 本年度の貸付料 住所氏名 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.7.6～ 

H29.7.10 

 0 倉吉市立社

小学校 

倉吉市立社

小学校 

児童の特性把

握のため 

 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.8.3～ 

H29.8.4 

 0 倉吉市立河

北中学校 

倉吉市立河

北中学校 

生徒の特性把

握のため 

 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.11.16～ 

H29.11.21 

 0 倉吉市立上

小鴨小学校 

倉吉市立上

小鴨小学校 

児童の特性把

握のため 

 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.11.30～ 

H29.12.7 

 0 倉吉市立上

小鴨小学校 

倉吉市立上

小鴨小学校 

児童の特性把

握のため 

 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.12.11～ 

H29.12.15 

 0 湯梨浜町立

羽合小学校 

湯梨浜町立

羽合小学校 

児童の特性把

握のため 

 

知能検査

セット 

１ WISC-Ⅳ H29.12.25～ 

H29.12.27 

 0 倉吉市立河

北中学校 

倉吉市立河

北中学校 

生徒の特性把

握のため 

 

合計          

 



 

１６ 借受不動産明細調べ 

   該当なし 

 

 

１７ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 

   該当なし 

 

 

１８ 寄附物件の受納状況調べ 

   該当なし 

 

 

１９ 備品の処分状況調べ 

      該当なし 

 

 

２０ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

 （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ  該当なし 

 

 （２）物品の照合 

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 
平成29年6月26日   ・有   ・無   

 

 

２１ 小中学校等への支援の状況調べ 

                                                                       （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

                                                                                       （単位：回） 

区 分 保育所・幼稚園 小 学 校 中 学 校 特別支援学校 高等学校 合   計 

月 別 来 所 訪 問 来 所 訪 問 来 所 訪問 来 所 訪 問 来 所 訪 問 来 所 訪 問 

４月        1      6      5        2     20      3     31 

５月       7      3     22      8        26      3     63 

６月      28      1     73     29        8     22      9    152 

７月      12      28      1     6        3     17      4     63 

８月      16      12      1    15        3      7      4     50 

９月       4      1     43     18        3     18      4     83 

１０月 1     11      2     48      1    22        2     23      6    104 

１１月       8      62      1    42        5     18      6    130 

１２月 1       22      6        4     18      5     46 

１月       2      13      2    15        3     17      5     47 

２月       2      19      5    19        3     18      8     58 

３月       1      14      1     1        1     10      2     26 

計 2     91      8    362     12   186       37    214     59    853 

前年度 1 63 40 334 16 173 0 1 0 219 57 790 

前々年度 0 63 22 393 5 187 1 0 59 149 87 792 

 

 

○ 意見、要望等 

  特になし 

 


